
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

今後、施設の老朽化に伴う更新費用の増大が見込まれるところであるが、経費の縮減を図りながら、安定した経営を目指していく。

・ ④知見やノウハウ不足により抜本的な改革の検討に至らないため

・

・

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 水道事業 ― ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （公務員型と非公務員型の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

○
30 10 1

取組事項 民間活用（地方独立行政法人への移行）

実施済 筑西・桜川地域において、筑西市民病院と
県西総合病院の医療資源や医療機能を集
約し、新たに茨城県西部メディカルセンター
を整備する。
市からの繰入れに頼ることのない自立的な
運営形態である独立行政法人として設置
予定である。

公務員型 非公務員型

実施予定 ○

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 病院事業 ― ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中 ○

終末処理場や中継ポンプ場等の下水道処
理場施設の維持管理については、平成22
年度から民間へ業務委託を実施し、段階
的に委託範囲を拡大してきており、今後
は、包括的民間委託の導入を検討する。

・市（委託者）と民間業者（受託者）の責任分担に曖昧な点があり、整理が必要。
・高い技術能力を持った民間事業者の選定。
・市職員の技術能力の低下が懸念される。

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 下水道事業 公共下水 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中 ○

　中継ポンプ場等の下水道施設の維持管
理については、平成22年度から民間へ業
務委託を実施し、段階的に委託範囲を拡
大してきており、今後は、包括的民間委託
の導入を検討する。

・市（委託者）と民間業者（受託者）の責任分担に曖昧な点があり、整理が必要。
・高い技術能力を持った民間事業者の選定。
・市職員の技術能力の低下が懸念される。

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 下水道事業 特定環境下水 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中 ○
・性能発注できる業務の選別と、一部業務
の責任分担の区分けや権限について検討
している。

・包括的民間委託を行うにあたって、市（委託者）と民間業者（受託者）の責任分担
に曖昧な点がある。
・必要な知見や職員の技術能力が民間業者に追いついておらず、適切な業務遂
行がされているか判断することが難しい。

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 下水道事業 農業集落排水 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

・ ①現行の経営体制・手法で、健全な事業運営が実施できているため

平成31年度で事業終了予定であり、平成32年度から
平成36年度は清算処理のみであるため現行の経営
体制・手法を継続している。

・ ⑦その他

・

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 宅地造成事業 その他造成 ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

年 月 日
実施予定

（病院事業の場合）
診療所への移行

平成

○
30 3 31

（簡易水道事業の場合）
水道事業又は簡易水道事業と
の統合

取組事項 事業廃止

○

実施済 ○

特別会計から一般会計に移行した。

全部廃止 一部廃止

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 駐車場整備事業 ― ―

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

月 日

検討中

年

 ○ 28 4 1

平成実施済 ○
　 デイサービスセンターの管理・運営を指
定管理者に行わせ、通所介護サービス及
び第1号通所介護事業における、サービス
の向上と経費の節減等を図った。

代行制 利用料金制

実施予定

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

○

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

筑西市 介護サービス事業 ― 老人デイサービスセンター

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


